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　凵本で は 放射性廃棄物 は ，廃棄物処琿法上の 廃棄物から除外 され，産業廃棄物 と別個 に 扱わ れ

論 じ られ て きたが ，両 者 は と も に事業瀁動 か ら生 み 出 さ れ た 事業系廃 棄物 と 見 る べ きで あ る。本

稿で は 放射性廃棄物 問題 と産業廃棄物問題 の 同質性 と異 質性 を論 じる こ とで 問題 構造 の 社 会 学的

特質を考察 し，どの よ うな 方向 に政 策転換 をは か る べ きか ，政策 目標 を検討する u

一
見異質 な両

者 は，安全 性 と 立 地 問題 をめ ぐ っ て ダ ウ ン ス トリーム 問 題 と して の 共 通 の 問題 構 造 を もっ て い る 。

大量生 産
・
大量 消費仕会 は ，放射性廃棄物 と産業廃棄物 を増大 させ ，そ の ツ ケ を ダ ウ ン ス トリ

ー

ム の 周 辺 部 に集 中 させ
， 育森 県 六 ヶ 所 村をは じめ とす る 原子 力施 設 の 立地点や ， 産業廃棄物の 最

終 処 分 場 の 立 地 点 に お い て ，深 刻 な地 域 紛 争 を招 い て きた。放 射 性 廃 棄 物 と産 業 廃 棄 物 は 現 代 に

お い て も っ と も先鋭 ・広 範囲 に 環境汚染 ・公 害被害
・
身体被害 を引 き起 こ し うる リ ス ク を も っ て

い る 。 産業廃棄物 の 最終処分場不足 ， 放射性廃棄物 の 最終処分場 の 立地点確保の 困難 ， 同 じ く中

間 貯 蔵 施 設 の 立 地 難 と い っ た 事態が 杜 会 問 題 化 しつ つ あ る。産 業廃 棄物 の エ ネル ギ
ー

資源 化 を は

か る こ とは，デ ン マ
ークや ス ウ ェ

ーデ ン の バ イ オ ガ ス ・バ イ オ マ ス 利用 の 先進事例 の ように，二

酸化炭素 な ど温暖化 ガ ス の 排 出 抑制 と放射 1生廃棄物 の 排出抑制に も貢献す る 。 産業廃棄物 の 発

生 ・排 出 を抑制 し，減量化 と リサ イ ク ル 化 ・再資源化をは か る循環型社会の 建設 こ そ，全地球的

な規 模で 温 暖化問 題 を改 善 し，同 時 に 脱原 子力社 会 化 をす す め る 方途 で あ る。

キ
ー

ワ
ー

ド　放射性廃棄物 J 産業廃棄物 ， ダウン ス トリ
ーム

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 環境負財 ， 循環型社会

1．は じめ に　ダウン ス トリーム 問題 と しての 典型性

　廃棄物 をめ ぐる環境問題
・社会問題 へ の 対応 は

， 21世紀の世界と H本が直面する 最 も大 きな

課題の
一

つ で ある 。 本稿で は，放射性廃棄物問題 と産業廃棄物問題 を と りあ げ ， 双方 の 同質性

と異質性 を論 じる こ とで
， 問題構造の社会学的特質を考察 した い

。 産業廃棄物問題 の 重 要性 に

も関 わ らず，日本で の 環境社会学的 な研究 は若手を中心 に緒 に つ い た ば か りで あ り （成 ，

1998 ；土屋 ，
1999 ；堀畑 ，

2000 ；藤川，近刊），放射性廃棄物問題 に つ い て の 本格的 な社 会学

的 論考 は今後 の 課題 で ある とい っ て もい い （舩橋 ，近刊）。 他 の 学問分野 に転 じる と，高木

（1991 ）は じめ
， 原子力発電 ・原子力商業利用 に 関する 批判的な研究 の 多 くが放射性廃棄物間

題 を巾心 的 な主題 と して論 じ て い る 。 日本で は 「廃棄物処理 法」第2条第 1項に お い て ，「放射

性物質お よび こ れ に よ っ て 汚染 され た 物を除 く」 と廃棄 物 を定義 し て い る た め に
， 行政 的に は

産 業廃 棄物 と放射性廃棄物は 全 く別個 に所管 され て きた 。 それ に 規定 され るか の よ うに環境科
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学や社会科学の 分野 にお い て も筆者 の 知る限 り，両者は 日本で は それぞれ別個 に論 じられ，本

稿 の よ うに両者の 問題構造の 同質性や 異質性が 俎 上 に の る こ とは なか っ た。しか し論理 的 に は

両者は と もに事業活動 か ら生 み 出 され た 事業系廃 棄物 とい うこ とが で きる の で あ り， 多くの 共

通性を抱 え て い る 、， 両者を比較する こ と は ，それぞ れ の 問題 の 社会学的特質を理 解 し，よ り望

ま しい 政策的対応 を考える上 で も有効で ある 。

　 日本で は産業廃棄物 と
一

般廃棄物は，公衆衛生 の 観点か ら長 く厚生省が 所管 し，放射性 廃棄

物に つ い て は科学技術庁が所管 して きた 。 廃棄物行政 が環境省 に
一
元化 され る の は，2001年の

省庁再編時か らで ある 。 放射性廃棄物 は科学技術庁を引き継 ぐ教育技術省 と産業経済省が分担

して所管す る こ とに な るが ，本稿の 立場か らは，放射
．
性廃 棄物 につ い て も環境省 の 所管 とす る

こ とに よ っ て
， 廃棄物行政 の

一
元化 をさら に徹底 させ る べ きで ある 。 放射性物質を特別扱 い し，

環境行政 の 枠外 に お い て い る の は，国際的 に 見 た場合 の 日本 の 原 ∫
・力行政 の 特質で あ り，原 f一

力行政 の 聖域化 ・
閉鎖化 ・硬直化の組織的要因 とな っ て い る 。 放射性廃棄物問題 を環境問題 ・

社会問題 と して と らえる視点が 日本 で は きわ め て 弱か っ た の で あ る 〔i〕。

　 1996年8月に実施 され た新潟県巻町の 原発建設 の 是非を め ぐる住民投票を皮切 りに ，2000年3

月末 日まで に実施 され た 10回 の 住民投票の うち， 環境問題が主要 な争点 とな っ た の は5件の 産

廃処分場の建設問題
（2）

と原発建設問題 1件だ っ た 。 こ の ほか の 住民投 票 の 案件は沖縄県 と名護

市の米軍基地問題 ， 可動堰建設の 是非が焦点 とな っ た徳 島市の 吉野川第 1’堰問題，長崎県小長

井 町 の 採石場 問題 である 。 巻町 の住民投票は直接 的に放射性廃棄物問題 を問 い か けた もの で は

な い が，原発 問題 をめ ぐる住民の態度 決定を規定す る主要 な要因 の
一

つ は放射性 廃棄物問題 で

ある 。近年，北米や 西 ヨーロ ッ パ で原発の新増設が ス トッ プ し，閉鎖の動 きが顕在化 しだ した

一
因は，原子炉 の 運転 に と もな う放射性廃棄物問題が未解決だか らで ある 。

　有害廃棄物の 越境移動を禁 じた バ ーゼ ル 条約が 1989年に結 ばれ て い る。有害廃棄物 の 処 分場

は しば しば国内的に も国際的に も周辺部に押 しつ けられ て きた 。 環境的公 正／正 義が論 じられ

る 具体的事例 の 多くは有害廃棄物 をめ ぐる問題 で ある 。

　 こ の よ うに
， 産業廃棄物 と放射性廃棄物の 処理 ・処分をめ ぐる問題 は，国内外で ，環境問題

を め ぐる現代 の 社会紛争 ・地域紛争の 典型 で ある 。

　近年の環境問題 の 特性 として ，例 え ば寺西 （1997＞の よ うに ，
1960年代 の 産業公害 との 対比

の 中で ，その 多様性 とひ ろ が りを強調する論者が多 い が ，そ の こ と は 問題 の 中心 的な焦点を見

えに く くする危 険性が ある 。 筆者は む しろ
， 「環境 に負荷 を与える

一
切の 物質 ・エ ネル ギ ー ・

行為」 を 「環境負財 （environmental 　bads）」 ととらえ，環 境 負財 をめ ぐる問題 と して公害 ・環

境問題 をで きる だけ統
一

的に と らえ，「環境問題は，ア ッ プ ス トリ
ー

ム として の 生産過程お よ

び生活過程が引 き起 こす，ダ ウ ン ス トリ
ーム として の 環境負財の 排出 ・処理過程 に 関わ る 問題

で ある」 と規定する こ とを提唱 した 〔長谷川，2000 ：236）。

　要点を繰 り返せ ば
， 「ア ッ プス トリーム （上 流 ・川上）」と 「ダ ウ ン ス トリ

ーム （下流 ・川 ド）」

は，そ もそ も，原子力発電 の 核燃料サ イクル に 関わる用語 で あ り，ウ ラ ン の 採掘か ら燃料集合

体に 加工 さ れ
，

原子炉で燃や さ れ る まで の プ ロ セ ス が ア ッ プ ス ト リ
ー

ム
， 原子炉で 燃や さ れ使

用 済み 核燃料 と な っ て 以降の 再処理 や廃棄物処 理 の プ ロ セ ス が ダウ ン ス トリ
ーム と呼ばれ る 。
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石油業界で は，石 油の 産出に至る プ ロ セ ス が ア ッ プ ス トリ
ーム ，精製 ・流通 の プロ セ ス が ダウ

ン ス トリ
ー

ム で あ る 。こ こ で は，核燃料サ イ ク ル で の 用語法 を ヒ ン ト に
一

般化 して
， 有用な財

（goodg．〉が供給 され，消費さ れ る ま で の過程が ア ッ プ ス ト リーム
， 廃棄物 の よ うな

， 環境 に負

荷 をも た ら す 「環 境負財」が 排出 され，処 理 され る 過程を ダウ ン ス トリ
ー

ム と呼ぶ こ と に し よ

う。 水循環 に即 して い えば，用水の 問題が ア ッ プ ス トリ
ー

ム の 問題で あ り，排水の 問題が ダ ウ

ン ス トリ
ーム の 問題 で ある 。

　現代社会 も社会学も，1960年代 まで は ア ッ プ ス トリ
ー

ム に も っ ぱ ら焦点をあて て きたが，公

害 ・環境問題の 顕在化に よ っ て ダウ ン ス トリ
ーム と して の 環境負財σ）排出 ・処理問題へ の 対応

を余儀 な くされ，ア ッ プ ス トリ
ー

ム そ の もの の 規模 の 縮小 や大rl雇な転換 を迫 られ て い る 。 ダウ

ン ス トリ
ー

ム を重 視す る社会お よび社会学 へ ，私たちは視座 の 転換を求め られ て い る c 環境社

会学 の 意義は ，ダ ウ ン ス トリ
ーム 問題 の 主題化に よ る，資源循 環的 な社 会 の 意識化 と構想 に あ

る と い えよう （長 谷川，2000 ：241 ）。
こ の よ うな認識は

， 階級闘争の よ うな財の 分配 をめ ぐる

紛争が規定する産業社会か ら
， リ ス ク の 配分 をめ ぐる 紛争に よ っ て 規定 される リス ク社会へ の

転換 と い うBeck の 命題 〔Beck，1986＝1998）に も対応 して い る 。 放射性廃棄物 と産業廃棄物は

環壇負財の 典型 で あり，両者 を め ぐる 問題 と紛争は ダ ウ ン ス ト リ
ーム 問題 の 代表例 で ある ，，

　「産業公害」は 重化学工 業や鉱 山 の 生産過 程 か ら環境 に排出 された重 金属や化学物質が原 因

と な っ て 深刻 な環境 汚染 と身体被害 を引 き起 こ した公 害問題 で あ る 。 例え ば水俣湾や 阿賀野川

を汚染 した有機水銀は，排出の 事実その もの が隠蔽 され て は い たが ，産業活動か ら生み出され

排出され た とい う意味で は 産業廃棄物で もあ っ た 。 水俣病や新潟水俣病は ，い わば不法投棄さ

れ た有機水銀が引 き起こ した公害病で あ る 。 後述 の 豊 島事件や関凵 （1996）が報告する産業廃

棄物処分場の 現状 ，不法投棄や 不適切な処理 が もた らす環境汚染や ダ イオ キ シ ン 被害は ，現代

に お ける もっ と も先鋭 な公害問題 で ある と い えるが ，四大公害事件の 延 長上 に ある とみる こ と

もで きる の で ある。

　現時点で は再処理工場 の あ る フ ラ ン ス の プ ア
ーグ や イギ リ ス の セ ラ フ ィ

ー
ル ド周辺 な どで 環

境汚染が 顕在化 して い る に と どまるが （鈴木，1993），放射性廃棄物 に よる環境汚染 の 危険性

もまた，広域的 で 超 世代的 な環境 リ ス ク で あ り， 現代 的な公害問題 の
一．一

つ の 典型 とい っ て も い

い
。 放射性廃棄物問題 は 推進論が 前提 とする よ うな テ ク ニ カ ル に 対処 す べ き部分 的 な問題 に と

ど ま ら な い ，地球環境問題 や エ ネ ル ギ
ー

問題 へ の 対応 ，ラ イ フ ス タ イ ル の 変革な ど と重 な る，

総合性 ・学際性の 高 い 社会問題で あ る 。

　廃棄物問題の社会学的な論 じ方 としては ， 加害論 ・被害論 ・
運動論 ・

政策論 とい う環境問題

の 社 会学 の 4つ の レ ベ ル に 対応 した考察が あ りうる 。 加害論 ・被害論 ・運動論は具体的なケ
ー

ス に即 して 論 じ られ る べ きで あろ う。 筆者 らは 放射性廃棄物問題に つ い て は青森県六 ヶ 所村の

む つ 小 川原 開発 地域 を事例 にケ
ー

ス ス タデ ィ を行 い ，社 会学的考察を発表 して い る （舩橋 ・長

谷川 ・飯島編，1998 ）。 産業廃棄物問題 に つ い て は宮城県白石市 の 産業廃棄物処分場 の 建設問

題 をめ ぐる住民投票に つ い て ケ
ー

ス ス タデ ィを行 っ た （長谷川，1999b）。本稿は こ れ ら の ケ
ー

ス ス タ デ ィ で の 知見 をも とに ，国家 レ ベ ル で の 政策論 的な検討に焦点をあ て た もの で あ る 。 政

策論的な検討 の 社 会学的な焦点は
， 第

一
に安全な管理 ・処分は どの程度可能か

， そ の 際の 原 理
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的困難は どの よ うな点 にある の か （安全性問題 ），第二 に 紛争の 主要 な焦点 とな っ て い る中間

処理 施設や処分場 の 立地問題をめ ぐる社会紛争 の 構図を描 き出す こ と，と くに社会的合意形成

に 際 して の 原理的 な困難 さを分 析 す る こ とで あ る 位 地 問題 ），第： に 政策的な課題 を明 らか

に し た うえ で
，

ど の よ うな方向に 政策的に誘導 し て い くべ きか を論 じ る こ と で ある （政策問題 ）。

本稿で は紙数 の 制約か ら，政策問題 に 関 して は 政策 目標を め ぐる論議 に 限定 し，政 策決定過 程

をどの よ うに変革すべ きか ，
とい う問題に つ い て は捨象 し た 。

2．放射性廃棄物問題の 問題構造

　まず放射性廃棄物 に関す る基本的な事実 を確認 して お きた い
。 放射性廃棄物とは

，

一
定 レ ベ

ル 以上 の 放 射性物質 を含む廃棄 物で あ る
〔31，。お もに 原子 力発 電所 や 原子 力施設 か ら排 出 され

る が
， 放射性同位元 素 （ラ ジ オ ア イ ソ トープ）を利用する 医療機関などか らも排出され る 。 日

本 で は放射性物質の 濃度 に よ っ て ，低 レ ベ ル 政射性廃棄物 と高 レベ ル 放射性廃棄物 と に大別 さ

れ る 。 高 レ ベ ル放射性廃棄物 とは，通常は，使用済み核燃料 を再処理 して燃 え残 りの ウ ラ ン と

プ ル トニ ウ ム を回収 した後に残る ， 核分裂生成物 などを含む放射性物質の濃度が 高 い 廃液 をさ

すが，後述する ように直接処分を前提 と した場合 に は使用 済み核燃料そ の もの も高 レ ベ ル 放射

性廃棄物 に準 じて論 じるべ きである 。 以下 で は，使用済み核燃料 も高 レベ ル 放射性廃棄物の 範

疇 に含む こ とにす る 。 放射性廃棄物問題 をめ ぐる もっ と も「巨心 的な争点 は ，再処理 の 是非 を は

じめ とする使用済み核燃料の 扱 い に あるか らで ある。

　高 レ ベ ル放射性廃棄物の 取扱 い は きわめ て厄介で あ り危険性が高 い
。 「人類の発生 させ た ゴ

ミの うちで も最 も取 り扱 い の や っ か い なもの
， 人類最大の 負担 と い っ て も過言で はな い 」 〔高

木，1991 ：264） とされ る 。 そ の 理 由は，（1）放射線 の レ ベ ル が きわめ て 強 い ，（2）発 熱量 が

大 きい ，（3）毒性が高 い
， （4）寿命が長 い

， （5）雑多な元素を含むか らで あ る （高木，1991 ：

265）。 原子力発電 は倫理 的に 正 当化 されえな い 「フ ァ ウ ス ト的取 引 き」 （Kneese，1973 ＝1974 ）

と批 判 され て きた が
， そ の 批判 の 焦点は 原 子炉の危険1生とと もに

， 高 レベ ル 放射性廃棄物の 処

分 問題 に あ っ た。高 レ ベ ル 放射性 廃棄物 は 「少な くとも20万年」生活圏 か ら 隔離 され なけ れ ば

な らず，恒久的貯蔵設備が必要で ある （Kneese，1973＝1974 ：5）。 しか しそ れ が不可 能で あ る

こ とは 言 うまで もない
。 本年は 西暦2000 年だが，20万年は，2000年の 100倍 の 地質学的時間で

あ り ， 近代社会は仮に 1789年の フ ラ ン ス 革命 を起点に とっ て もせ い ぜ い 210年程度 の 歴史 しか

もた な い
。

　核燃料サ イク ル路線を取 る 囗本で は使用済み 核燃料は全て 再処理 し，高レ ベ ル放射性廃棄物

は ガ ラ ス 固化体に して 30〜50年問冷却 の ため に貯蔵 し，最終的 に地下 の 深 い 地層の 中に処分す

る こ と に な っ て い る 。 ア メ リカ ・ドイ ッ
・ス ウ ェ

ー
デ ン などで は，ワ ン ス ス ル

ー
方式 とい っ て ，

再処理 をせ ず ， 核燃料を
・
度だけ しか 使わずに ，直接地層処 分する 計画 で ある。日本政府が 高

レ ベ ル 放射性廃棄物 を再処 理後 の 廃 液に 限定 して い る の は，こ の よ うに使用済み 核燃料を廃棄

物 と し て で は なく， 資源 として と らえて い る か ら で ある 。
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長 谷川 ：放射性廃 棄物問題 と産 業廃棄物 問題

　 日本で の 使用済み核燃料 の 発生量 は 1998年現在年間約900 トン U ，ガ ラ ス 固化体に換算 して年

間約 900本分で あ り，累積で 約12，600本で ある 。原発が 20基増設 される こ とを前提にす る と

2010年頃 には，ガ ラ ス 固化 体換 算で 年問 1，700本，累積で 約 31，000本にな る と予 測 され て い る

（原子力資料情報室編，1999＞。 仮 に ど こ も受け人れ先がな い 場合 に は，こ れ だけ の 高 レベ ル放

射性廃棄物が行 き場 を失うこ とになる。

　低 レベ ル 放射性廃棄物は
， 放射性 の 廃液を濃縮 固化 し た もの

， 使用済み の フ ィ ル タ ーや 樹脂 ，

使用済み の 作業服 な ど を圧 縮 ・焼 却した もの な ど か らな る 。原 子炉が廃 炉 に な る 場合 に は ，金

属や コ ン ク リー トな どの 大量の低 レ ベ ル 廃楽物が生 じる 。
こ れ らの 低 レ ベ ル 放射性廃棄物は ド

ラ ム 缶 に保管 され ， 青森県六 ヶ 所村 の 低 レ ベ ル廃棄物埋設 セ ン タ
ー

に埋設 され る 。 1998 年3月

末現在の 日本全体で の 累積保管量は200リ ッ トル ドラ ム 缶換算で 約 100万本，最終的に は六 ヶ 所

村 に 約300 万本を埋 設する 計画で ある c 埋設完了後地下水監視や漏水対策など を30年間行 い
，

そ の 後 も約300年問巡視 し，掘削を禁 じる こ とにな っ て い る。

　海外で は 1中レ ベ ル放射性廃棄物」 と呼ぶ こ とが多 い ，原 ∫
一
炉内の 制御棒や ，廃炉化 に とも

なっ て 生 じる 原子炉内 の 構造物な ど核分裂反応に直接 ・
間接接触 し，放射性物質 の 濃度が比較

的高 い もの （高 βγ低 レ ベ ル 放射性廃棄物）に つ い て は ，地 下 数十 メ ー トル程度の 深 さ で 3〔〕0

〜400 年間段階 的に 管理 し て 処分す る と い う某本方針が 1997 年 10月 に ま とま っ た ば か りで あ る

（原子 力資料情 報室編 ，1999 ；資源 エ ネル ギ
ー

庁公 益事業部，1999）。

　以 上 が放射性廃棄物 に関する 基 本的な事実 で あ る 。

　安全性問題 に つ い て は，放射性廃棄物 ，
と くに高 レベ ル放射性廃棄物 の安全 な管理 の 原理 的

困難 さが ある 。 技術 的解決 の 困難 さの 例証 は，高レ ベ ル放射性廃棄物問題 をめ ぐっ て ，1980年

代後半以降国際的に 見て も こ れ ま で 目立 っ た技術革新が なか っ た こ とで ある  
。 中 レ ベ ル お

よ び低 レ ベ ル 放射性廃棄物に つ い て も，300〜400年間 の 安全 な管理 が どこ まで可能か疑問 は つ

きな い
。 今か ら400年前の 1600年は関 ヶ 原の 戦 い が あ っ た年で あ る 。

　立 地問題に つ い て は，原理的に は地球上 の ど こ に も高 レベ ル 放射性廃棄物の 最終処分場の 立

地適地は 存在 しない とい っ て い い 。ア メ リ カ や ドイ ツ ，ス ウ ェ
ー

デ ン の よ うに 350 〜1200m の

地 中深 くの 花 崗岩や岩塩層 に処分 す る こ と を計画 して い る国が あるが ，ど こ の 国 で も立地点周

辺の社会的合意 は得 られ て い な い
。

　政策的な レ ベ ル で は， ドイ ッ が 1994年まで は使用 済み核燃料 の 全量再 処理 を法律 に よ っ て 義

務づ けて い たが
，

1994年 5月原子力法を改正 し，こ の 義務 を解除 した こ と，さ らに は原発 の 全

廃に 向け て 具体的 な プ ロ グ ラ ム を つ くり，
2000 年6月政府 と電力会社 との 間 に 合意が 成立 し た

こ とが注 凵され る 。 再処理 をす る よ りも，ワ ン ス ス ル
ー

方式 を と る方 が ，
よ り安全 で

， 経 済的

で ある と判断される よ うにな り， さらには原子力発電の 経済的社会的リス ク の 大きさが 仕会的

に確認 されたか らで あ る
・C　．S　！，。

　 ドイツ の こ の ような政策転換 の方向は，こ れ ほ ど明言され ない ま で も事実上 北米 ・西 ヨ
ー

ロ

ッ パ の 各国に ほぼ共通 して お り，近年 い ずれ の 国 も原 子力発電所の 新規発注 を行 っ て い な い
。

’

1999 年末現在，フ ラ ン ス を含め て 建設中 の 原発 も実質的 にゼ ロ どな っ て い る 〔6）
。 放射性廃棄

物閊題 は各 国 の 電力政 策 ・エ ネル ギー政策 を規定する もっ とも根本的 な制約条件 とな っ て い
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る 。 先鞭 を つ けた の は ア メ リ カ 合州 国 の カ リ フ ォ ル ニ ア 州で ある 。 1976年6月，「カ リ フ ォ ル ニ

ア州 エ ネ ル ギ
ー委員会は

， 連邦政府が高 レ ベ ル 放射性廃棄物処理 に 関する 実証的な技術が存在

する と認め る まで ，い か なる原子力施設 の 新設 も認可 し ない 」 とい うカ リ フ ォ ル ニ ア 原子 力安

全 法が州議会で 可決 され ， 発効 し た （田窪 ，
1996 ）、、 近年温暖化対策が 課題 と な る 中で

，
ア メ

リ カ合州国の相対的な消極性が 目立 つ な ど国 ご との 差異は少な くな い もの の ，北米 と西 欧 の 各

国 とも，基本的 に は放射性廃棄物 も二
．
酸化炭素の 排出 も ミ ニ マ ム 化する 方向へ の エ ネ ル ギ

ー
政

策の 転換 をす す め つ つ ある とい える
〔7）

。

　こ こ まで は，世界共通の
一

般性 の 高い レ ベ ル で の 議論だが ，放射性廃棄物問題 には 日本 に相

対的に固有の 側面がある 。 と くに 立 地問題 をめ ぐっ て は，地震国 で 活断層が 国中を走 り，国土

が狭 く人 口 密度が高 く地下 水脈の 多い 日本 に，はた して 最終処分場の 適地が存在す るか，とい

う問題が ある 。 最終処分地の 選定 に関す る社会的合意を得る こ とは容易で はな い
。 政府の 計画

で は 2000年まで に高 レ ベ ル 放射性廃棄物 の 処分実施室体を設 立 し，2010〜　15年頃に処分候補地

を選定する こ と に な っ て い るが ，候補 地 選定問題 は
一

向に進展 して い な い
。 1995年4月海 外か

ら返 還 さ れ る高 レ ベ ル 放射性廃棄物 を六 ヶ 所村 に受 け入 れ る に あた っ て ，木村守男青森県知 事

の 求め に 応 じて 「青森県を最終処分地 とは し な い ．亅と科学技術庁長 官は確約 した が ，そ れ に も

関わ らず ， 冷却の た め に 「
一

時貯蔵」 され る青森県六 ヶ 所村 に
， 事実 ヒ居座 り続け る の で は な

い か，と懸念され て い る。

　青森県六 ヶ 所村 には，表 1の ように，「核燃料サ イク ル施設」の 名の もと に，フ ラ ン ス の ラ ・

ア
ー

グや イギ リス の セ ラ フ ィ
ール ドを しの い で ，匱界で も例 を見 な い 規模で 放射性物質や放射

性廃棄物が集 中 しつ つ ある 。 むつ 小 川原開発が失敗 し，開発計画が破 綻 した あ と
， 科学技術

庁 ・電気事業連合会な ど の 立 地要請 に応 じて ，青森県 と六 ヶ 所村が むつ 小 川原 開発 用地 に核燃

料サ イ ク ル 施設 を誘致 したか らで あ る
（Bl：

。 む つ 小 川原 開発用地の 再処理工 場建設用地の 直 ド

に は活動層が存在する 疑 い が あ り，基礎地盤 の 強度に つ い て も疑問が提 出 され て い る 、 さ ら に

下北 半島の 10km 沖合 に は 長さ80km の 活断層 が存在す る と い う説も有力で あ る
1・9・1。

　青森県六 ヶ 所村周辺 で は ，図 式化すれ ば 「開拓 の 挫折
一→む つ 製鉄 の 失敗一 ．・ ビー ト栽培の

失敗
一一 新田開発の 挫折

一
→ ．む つ 小 川原 開発 の 失敗

一
→ 核燃料サ イ ク ル 施 設 の 立地一→ 放射性廃

　　　　　　　　　　　　　　　　 表1 核燃料サ イ クル 施 設 概 要

施　 　 　設 規 　　 　模
操業開始
〔予 定〕

建設費用 所 要人 員

再処理工 場本 体

　使 用済燃料

　貯蔵 プール

年 間80〔ltU300

  1U

〔2005 年〕

〔200 年 ：

約2兆 1400億 111 操 業時

約 2000 人

　 　高 レベ ル 放 射性

廃棄 物貯蔵管理 セ ン タ
ー

ガ ラ ス 周化体 144 本
（将来 的に は 3干数百本 ）

1995年
約800億円
1：14411本 分：】

ウ ラ ン 濃縮 工 場
年 聞 150tswu で 操業 開始

（最終規 模年間1500 【SWU ）
1992年

　　 約25  0億 「冂

〔年間 1500［SWU 耕 模 ）

⊥ 事最盛期

約1000 人

　操業時

約300人

　低 レ ベ ル 放 射性

廃棄物埋設 セ ン タ ー

　　埋設規 模約20万  

（20贋 ドラム 缶約100万本相当〕

　　最終規模 約60万 1、f
　 　〔同 約3DO万本相 当〉

1992 年
　　 約 1600億円

（ドラ ム 缶 10D万本規模）

工 事最盛 期

約700人

　操業時

約200人

出典 ： 日本原燃株 式会社 「原 子燃 料サ イ クル 施 設 の 概要 」2000年 をも とに作 成。
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棄物 ・
原子 力施設 の 集中」とい う問題 の構図が あ る 。 リス ク へ の対応が次の リス ク を生 み出 し，

そ れへ の対応 が また別の リ ス ク を生 み 出 し，事態を重層的に深刻化させ て い くとい うメ カ ニ ズ

ム が ある 。

　 同様の リス ク の 連鎖的転移 〔ゆ
は，原子力発 電所の 立 地点に もある 。 「過疎化一→ 原子力発電

所 の 誘致
一

→ 地域 内対立 の深刻化一→ 原 子力発電所の 操業開始一→建設 工 事に ともな う需要増

の 終焉
一

→ 人口減少一→ 白治体財政 の 原 発へ の 依存
一

→ 原発増設一→ 放射性廃棄物の 増大 ・サ イ

ト内貯蔵
一→使用 済み 核燃料の 中間貯蔵施設の建設

……」 とい うメ カ ニ ズ ム で ある 。

　 さ らに青森県六 ヶ 所村 と各原子力発電所 の 立地点 と は ，放射性廃棄物を め ぐっ て利害が トレ

ー
ドオ フ 関係 にあ る 。 も しも六 ヶ 所村が低 レ ベ ル放射性廃棄物や高 レ ベ ル放射性廃棄物を受け

入れ なけれ ば
， 行 き場の ない こ れ ら は

， 原子 力発電所 の 敷地内や付近 に貯蔵 し続ける しか選択

肢は ない か らで ある 。 そ もそ も1984年当時，六 ヶ 所村 の む つ 小川原開発用地 へ の 立地が急が れ

た の は，と くに初期 に建設され た原子力発電所で低 レ ベ ル放射性廃棄物と使用 済み核燃料の貯

蔵余力が な くな りつ つ あ っ た か らで ある 。 ダウ ン ス トリ
ー

ム に あ た る周辺地域 に ほ どリス ク の

高 い 環境負財 が集中 し，そ の こ とに よ っ て 当該地域が さ らに ダ ウ ン ス トリ
ー

ム 化 し，放射性廃

棄物の ような最終的な行 き場の ない 高リ ス クの 環境負財が
一

層集中す る とい うメ カ ニ ズ ム を青

森県六 ケ 所村や原子力発電所 の 立地点 は体現 して い る。

　1995 年12月の 高速増殖炉 もん じ ゅ で の ナ トリ ウ ム 漏れ事故 を契機に
， 日本 の 放射性廃棄物問

題 は 一
層 深刻化す る こ と に な っ た 。 日本は核武 装 の 潜在的可 能性が もっ と も高 い 国で あ り， 国

際原子力機関 か ら余剰 プル トニ ウ ム の 核兵器へ の 転用 をも っ とも警戒 され て い る 国 で ある 。 そ

の た め 日本政府は 余剰プ ル トニ ウ ム をもた ない こ とを国際公約 して い る 。 使用済み核燃料の 全

量 再処理 と余剰 プル トニ ウ ム をもた な い と い う二 つ の 原則 を維持 して い くため に は
， 再処理 し

て 回収 した プ ル トニ ウム の 供給量 に見合 う分だ けの 需要量が確保 され て い なけれ ばな らな い 。

もん じ ゅ の 運転 再 開 の メ ドが立 た な くな っ た こ とは ，もん じゅ で 燃 やす は ず だ っ た毎年約 O．5

トン の プ ル トニ ウ ム が余 っ て しまうこ とを意味する 。

　表2 は，1994年版 の 『原 子力白書』以 来公 表す る よ うに な っ たプ ル トニ ウ ム需給見通 しだが ，

それ以後の 事態の 激変に も関わ らず ， 政府 は ，本稿執筆時点 （2000年5月）で 最新版に あた る

1998 年版 『原 子力 白書』 （1998年8月刊行）に お い て も，もん じ ゅ 事故以 前 の 1995 年8月時点 の

状 況 に基 づ くもの しか発表 して い な い
。 表2の 計画はすで に破綻 し空文化 して い る。原子力政

策の混乱を象徴する か の よ うに 1999年版 『原子 力自書』 は刊行が 中止 とな り，2000年版の 刊行

も未定 で ある 。

　軽水炉で MOX 燃料 を燃や す こ と は和製英語で 「プ ル サ
ー

マ ル 」と呼ば れ るが，政府は当初

1990年代後半か ら関西電力 ・東京電力で 2基づ つ プ ル サーマ ル を実施 し，2000年には 10基程度

で 実施す る と して い た 。 しか し， 軽水炉 は そ もそ もMOX 燃料 を燃やす こ とを前提に設計 され

て は い な い ため安全性 へ の疑問が ひ ろが っ た こ と，もん じ ゅ事故 に加え て 動燃再処理工 場の ア

ス フ ァ ル ト固化施設で の 事故 （97年3月）が続 き，福島 ・福井 ・新潟の 3県知事が慎重な姿勢 を

示 した こ と，99年9月に MOX 燃料の 品質デ
ータ の イ ギ リス の BNFL 社 に よ る改窟問題 が表面 化

した こ と，同年9月末に起 こ っ たJCO の 臨界事故 を契機 に，原子力発電 に対する批判や 不安が
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表2　日本 の プル トニ ウ ム需給見通 し （1995年 8月時点 の状 況 に基づ くもの
1〕
）

（1） 需要 陣 年） 供給 （単年）
1 「常陽」 「もん じ ゅ」 「ふ げ ん」等 東海再処理 工 場

畧 約0．6t1年 約0．4t1年

46

需要 （単年 ） 累積供給 （1994．90年 代末）

0 「常陽」 「もん じゅ」 「ふ げ ん 」等 東 海再処理．」二場 お よび 既返 還 分

年 約411年 約4t1年
1 代

末
国

内
需要 （単年 　2000年代後 半｝

　 「もん じゆ 」等 約0．611年
供給 （単年　2000 年代 後 判

　六 ヶ 所再処理工 場 約4，811年
回

牙
2）

高速増殖炉 実証炉

全炉心MOX −ABWR
約α7t！年
約 Lh1年

東 海再処理工 場 約0211年

収 0 軽水炉MOX 燃 料利用 約2．餌 年

分
OO

」・
合計 約5t1年 合計 約 51〆年

2 累積需要 （2000 −・2DlO 年〕 累積供 給 （2000〜2010 年）
0 「常陽」 「も ん じ ゅ 」 「ふ げん」 六 ケ 所再処 理 ⊥ 場 お よ び

占 高速増殖炉 実証炉 約10〜15t 東 海再処理 工 場 約3シ ー40t

年 全炉心MOX −ABWR ’
軽水炉MOX 燃 料利用等 約25〜30重

合 計 約35〜401

2
需要 供給

海 （全炉心MOX −ABWR ・ 2010年頃 まで の 累積回収量 約30t

外 軽水炉MQX 燃 料利用〕 約30t
回

収
分

　　　　　　　　　　　　出典 ： 『原子力 白書 （1998 年版）」をも とに作成。

1）本 文 に 記 した よ うに もん じ ゅ 事故以 前 の も の だが ，2〔｝0〔，年 5月現 在敢 府 は新 た な 見 通 しを 発 表 して い な い 。

さら に ひ ろ が っ た こ とな ど も影響 し，2000年5月時点で プ ル サ
ーマ ル の 実施開始 の 具体的な メ

ドは立 っ て い ない
。

　プ ル 1・ニ ウ ム の消費計画 は ます ますペ ー
ス ダウ ン する こ と に なっ た 。 六 ヶ 所村の再処理 工 場

が稼働すれば，年間800 トンU の使用済み核燃料を再処理 して ，約4．8 トン の プ ル トニ ウム が 回

収 される予 定だが，こ の 多くが余 らざる をえまい 。 2010 年頃に は，約 30〜60 トン の プ ル トニ ウ

ム が余る可能性が 高い
。

　六 ヶ 所村の 再処理 工 場の 稼働計画は2000年か ら2003年へ ，さ ら に 2005年7月へ と延期 され，

それ に ともな っ て 7600 億円か ら2兆1400億円へ と工 事費は3倍近 くに ふ くれあが っ た 。 再処理 工

場の稼働開始時期 をさ らに先延ば しにするか，余剰 プル トニ ウ ム を生 じさせ ない た め に計画そ

の もの を中止すべ きだが，そ うする と使用済み核燃料 の 全量再処理 の 原 則が維持 で きな くなる，

とい うジ レ ン マ が ある。例 えば原子炉4基か らなる福島第二 発電所で は2002 年は じめ に は使用

済み 核燃料の 貯蔵量 （1，
030 トン U （1998年3月末時点））が発電所 内の 管理容量 （1，220 ト ン U ）

を超える た め
，

こ の まま で は運転停止 に．追 い 込 まれ る と指摘 さ れ て い る （共同通信配信記 事．

2000年 3月20 日付。貯蔵量 と管理容量 は 原 子力資料情報室 編 ⊂1999 ：169 ＞に よ る ）、t しか もそ

もそ も1997年に予定 され て い た六 ヶ 所村の使用済み 核燃料貯蔵プ
ー

ル へ の搬入は，試験用の 32

トン の 搬入が なされた の みで ， 本格搬 入 の 前提 となる安全協定は ， 現 時点で は結ばれ て い な い 。

　二 つ の 原則が両立 不可能に な っ た場合，どち らを優先す べ きか とい うジ レ ン マ に 、日本の原
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子力政策は ま さ に直面 し て い る の で ある 。 そ れ は使用 済み 核燃料 を廃棄物 と見る か
， そ こ か ら

プ ル トニ ウ ム を回収すべ き資源 と見る か と い うジ レ ン マ で もあ る 。 六 ヶ 所村 の 再処理 工場が稼

働 しな い 場合 に は，そ の 分だけ放射能汚染の危険性は低下する し，電力会社に と っ て も再処理

に要す る余分な コ ス ト負担が避 け られ る メ リ ッ トが ある が ， 稼働 n）d：は核燃料サ イク ル計画 を

根底か ら崩壊 させ ，核燃料サイ ク ル施設 は実 質的 に 「原 f・力発 電 の ゴ ミ捨 て場」 と い う意味 し

か もた ない こ とになる
：11］

。 使用済み核燃料が発電所か ら排 出で きな くなる 可能性 も増える だ

け に，原 子力発電 所の 立 地市町村や立地県か らの 反発 も予想 され る。

　 こ の ジ レ ン マ に直面 して ，政府は原子炉等規制法 を 1999年 6月 に改止 し，発電所以 外の 場所

に中間貯蔵施設 をつ くり，使用 済み核燃料 の 「中間貯蔵一亅と い う名目 の もと に，全量再処 理 の

原則 をな し崩 し的 に 空文化 しようとして い る。仮に 六 ヶ 所村の 再処 理 1：場が稼働 した と して も，

そ の 処理 能力 は年間800 トン U で あ り，
2010 年度 に予想 され る使用済み 核燃料の 年 間発生 量

1，400 トン U の 57％ にす ぎな い 。2010年 まで に 6，000 トン U の 中間貯蔵施設が 必要 で ある と予測 さ

れ て い た （総合エ ネ ル ギー調査会原子力部会中間報告 「リ サ イ ク ル 燃料資源中間貯蔵の 実現に

向け て 」 1998年6月）。こ れ は 2003 年 の 操業 開始 を前提 と した 数字だ か ら，約2年間再処理 工 場

の 操業開始が遅れ る こ とで
， 累積で 8

，
000 トン U 近 い 量に対応する 中間貯蔵施設が必要に なる は

ずで ある 。

　 こ の よ うに放射性廃棄物問題 は
， 原子 力発電 を行 っ て きた 国 に共通 の 課 題 で あ るが，核燃料

サ イク ル 路線を推進 し，六 ヶ 所村 に核燃料サ イ クル 施設 を立地 して い る 日本は，さら に特有の

問題構造 と矛盾を抱え て い る 、

　 こ の よ うなジ レ ン マ の 深刻化 を避け るため に も，ドイ ツ の よ うな着実な政策転換 が見習 われ

るべ きで あ る 。 1986年の チ ェ ル ノ ブイ リ事故を契機 に， ドイ ッ 政府は，まず再処理工 場の 建設

を中止 し （1989年決定 ，
以 f （）は い ずれ も ドイ ツ の 政策変更の 年），全量再処理 の 原則 を捨

て （1994年法改正 ），原子 力発電所 の 増設 を中止 し （1999年決定），総選挙で の 公約 と連立政権

発足 時の 5・党間 の 合意内容 に 基本的 に し たが っ て 原子力発電所の 全廃に 向けて 電力会社 との 合

意 の も とで 具体的な プ ロ グ ラ ム を決定 し た （2000 年決定）。 ドイ ツ は こ の よ うに 正0年が か りで

原子 力政 策の 大転換 を は か り，風 力発 電 な ど 自然 エ ネ ル ギ
ー

の 利用 に力を入 れ ，1996年以 降，

世界最大の風力発電量を誇 っ て い る 。

　 しか し日本で は ， 政府も電 力会社 も，政権党 も野党 も，
こ の よ うな問題 の 所在を社会的 に十

分 に 開示 して お らず ，放射性廃棄物問題が 国政選挙や 地方で の 選挙に お い て争点化する こ とは

ほ とん どなか っ た とい っ て い い 。 多 くの 国民は，六 ヶ 所村や原発立地点の よ うな周辺部 と将来

世代 に矛 盾を押 しつ けた まま，無邪気な受益者 として 電力サ
ービ ス の 恩恵 を享受 し続 け て い る 。

3．産業廃棄物問題の 問題構造

　産業廃 棄物に 関 して も，安全性 と立 地問 題 に 焦点をあて て 政 策論的な検討 をすすめ て い きた

い
。 前述の 放射性廃棄物問題 とで きる だ け対比 的に論 じる こ と に しよう。
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　産業廃棄物は 日本で は企業活動 など の事業活動 によ っ て 排 出 され た廃棄物の なか で ，廃棄物

処理法 （1970年制 定，現行 法は 1997年改止 〕 で燃 え殻 ・汚泥 な どの 6種類 が ， 政令で 建設廃材

や動物の 糞尿な ど 13種類が指定 され て い る。産業廃棄物 と放射性廃棄物以外が
一

般廃棄物で あ

る。産業廃 棄物 の 処理 責任は 排出企業 にあ り，
一
般廃棄物の 管理責任 は当該の 市町村 にある 。

企業 の 事業活動か ら生 じた もの で も ヒ記 の 19種類以外 は，
一
般廃棄物 と して 扱われ る 。

　『厚生 白書 （1999年版）』に よ れ ば （以下特記な い 場合，全国 デ
ー

タは こ れ に よ る ），産業廃

棄物の 年間排出量 は4億 500万 トン で あ り （1996 年度）， 表3の よ うに 1990年度以降4億 トン 前後

で ほ ぼ 横 ば い で ある 。 急増 し て い た の は 85年度 か ら90年度 まで の バ ブ ル 経済期で あり，90年代

以 降は不況に 対応 して 減量 化 ・再生 利用化が 進展 して い る。1996年度 に は 46．2 ％ が 減量化，

37．0％が再生利用化 され，最終処分 され た の は 16．8％ で ある 。 最終処分量 も85〜90年度 の ピー

ク時の 7割程度 に減少 し ， 80年度の水準に 戻 っ て い る 。 廃棄物 の 種類 ご と に異な る が
， 減量化

とリサ イク ル の 可能性が高い こ とが，産業廃棄物問題 の 重要な特色で ある 。

　 一
方，放 射性廃棄物の 場合に は，燃焼な ど に よる減量化 の 技 術 的な メ ドは立 っ て お らず ， 再

処理 に よ っ て プ ル トニ ウ ム や ウラ ン資源 をと りだす核燃料の リサ イ クル には安全性や コ ス トの

面か ら批判が 強v   使用済み 核燃料の 年間排出量 を考える 日安 と し て
， 原 ∫

一
力発電の 発電電 力

量 の 推 移 を見 て み よ う。表4 の よ うに そ の 急増は著 し く，しか も90年代以降の 伸びが著 しい 。

そ れ は発電電力量全体の 仲びを大 きく上 回 る。90年代以 降は発電電力量 の 増分を原子力発 電が

ほぼ まか な っ て い る と い っ て もい い
q2！

。

　で は産業廃棄物へ の 社会 的関心が年 々 高ま っ て い る の はなぜ だ ろ うか。

　第一は
， 廃棄物焼却施設 の 排 ガ ス 中の ダイ オ キ シ ン 濃度 の 高 さ な ど

， 廃棄物 に含まれ る 汚染

物質や汚 染 の 深 刻 さが
， 社会的に よ り意識 され る よ うに な っ て きた か ら で ある 。 第二 に ，表5

の ように不法投棄 の 件数が年々 増 加 し，
とくに 1995年度以 降急増 して い る か ら で ある 。 産業廃

棄物問題 を深刻化 させ て い る の は不法投棄問題 である とい っ て も過 言で はな い
。 第三 に ，表3

の ように総排出量 の伸 びを上 回 っ て 中間処理施設や 最終処分場 の 施設数 が年々 増加 して い る 。

とくに最終処分場は既設の も の が 飽和 化 して い る た め か ，施設数は 1980年度の 3．6倍 に も達 し

て い る。施設 の 小規模化が 進ん で い る とみる こ ともで きる 。 第四に，最終処分場不足が深刻化

して い る 。 最終処 分場 の 残余容量か ら推計 され る最終処分場 の 残余年数は全国平均 で 3．1年だ

が ，とくに 首都圏で は 1．0年 （1997年3月時点） ときわめ て 厳 しい 状況 に あ る。
．
首都圏 の 産廃が

と こ ろ て ん式 に東北や 中部 ・北陸地方に押 し出 され て い く構造が ある 。

　最終処分場 の 建設が なか なか進 まな い の は，産業廃棄物 の 長期 にわ た る安全な管理 ・処分 に

つ い て
， 処分業者や 行政 に対する立地点周辺住民 の 不信感 ・不満感が強 い か らで あ る 。 産業廃

棄物の 最終処分場は安定型 ・管理型 ・遮断型 に分かれ る。安定型 は もっ と も簡単な施設で あ り，

全国の 最終処分場の 60．7％ を占め て い る 。安定型 で は
， 自然界で 分解 され に くく，有害物質に

よる環境汚染が ない とされ る 「廃 プ ラ ス チ ッ ク類，ゴ ム くず，金属 くず ，
ガ ラ ス くず ， 建設廃

材，そ の 他環境庁長官お よ び厚生大臣の 指定す る産業廃棄物」 に限 っ て ，素掘 りの 施設 に埋め

立て 処分する こ とが認め られ て い る。 しか し他 の ゴ ミが 混入 される場合が少な くな く，環境汚

染 を招 い て い る （高杉，1991 ；関口 ，
1996 ）。 管理型 処分場で は，地下水 な ど が汚染 され る こ
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表3　産 業廃 棄物の 排出量 ・最終処分量 ・施設数の 推移

年　　　　 度 19駐o 1985 199D 1995 1996

総 排出 量 （万t） 292 0 31200 39500 39400 4D500

10  107 B5 135 139

最終処分 量 1：万 P 680｛｝ 9100 8900 6900 6800

100 134 131 lO1 100

最終 処分率 （％ ｝ 23．3 29、2 22．5 17．5 16．8

中間処理 施設数 7058 8503 9912 Il279 11683

100 120 140 160 166

最終処分場数 770 1587 2599 2681 2804

100 206 318 348 364

出典 ： 『厚生 白書 （各年版）』お よび 厚生省生活衛生局水道環境 部調べ （1990 年度） をも とに作成。

表4　発電電力量 （
一

般電気事業用）と原子力発電の電力量 の推移

年　　　　 度 1980 19B5 1990 1995 1997

発電電 力量 （億kwh） 4850 584  7376 8557 8950

足  0 12｛｝ 152 176 185

原 子力発 電電力量 （億kwh ｝ 820 b88 2Q回 3020 3】86

1｛｝〔1 194 246 368 386

原 f力発電 の 割含 （％ 〕 16．9 27．2 27，3 34、o 35．6

出 典 ；資源 エ ネル ギ
ー
庁 公益 事業部 （1999 ：9）をも とに作成。

表 5　不 法投棄の 件 数 お よび 量 の推 移

年　　　　 度 1993 1994 1995 1996 1997 lggs

不 法投棄件数 274 353 679 719 855 1273

不法投 棄量 〔万 1） 34．2 382 44．4 21．9 40．8 44，3

出典 ：環境 庁 （2000 ：103）

とを防 ぐため に，ゴ ム シ
ー

トを貼 っ て 遮水する とともに ，排水設備を もち汚水処理 施設 をもた

な ければ な らな い が，ゴ ム シ
ー

トは破れやす く切 れ た り化学変化 しやす い 。遮断型 処分場 が も

っ とも厳格で ，雨水 をさえぎり，地 下水 に雨水が流入 する こ とを防 ぐ構造 を もっ て い なけれ ば

な らな い 。ただ し遮断型 は96年度 で 全 国に 44箇所 しか な い
。 87年度 に 40箇所 だ っ たか ら

， 最終

処分場全体の 増加傾向の 中で
， 建設費が 高 い 遮断型 は，こ の IO年間横 ば い の まま で あ る 。

　放射性廃棄物 の 場合に は ，排 出企業は電力会社 な どに 限 ら れ
，

そ もそ も仕様書 どお りの 核燃

料が使われ なけれ ばな ら な い
。 し た が っ て 放射性廃棄物 の 中身や ，そ こ に含 まれる放射線量 や

放射能 の 強 さな ど もほ ぼ既知 で ある と い っ て よ い
。 それ に対 して産業廃棄物の 場合 に は，産廃

の 中身が 多様で あ り，しか も混在 し て処理 さ れ る た め に そ の 中身 の 不 透明性が強 く， 信頼度 が
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低 い 。廃棄物処 理業者は規模 の 小 さな業者が 多 く， 暴力団な ど裏経済 との 関わ りを指摘 され る

業者 も少な くな い 。不 適切 な操業や 処 分 ，不 法投棄がなさ れ やす い だけで な く，社会的監視が

働 きに くく， 廃棄物法制の 建前 と実態が ズ レ や すい
。 瀬戸内海に 浮か ぶ 香川県 の 豊 島 （て しま）

で は，1978年か ら90年 まで に 自動車 シ ュ レ ッ ダ ー
な ど約 51万 ト ン の 産業廃棄物が 不法投棄 さ れ

，

深刻 な環境汚染 を招 い た 。 2000年6月公害調停の 最終合意が成 立 し，香川県知事が住民 に対 し

て 県の 責任を認め謝罪 し ， 県 の 費用 で産廃を撤去 し ， 隣の 直島の 三 菱 マ テ リア ル 精錬所敷地内

で 処理する こ と に な っ た （堀畑，2000 ；藤 川 ， 近刊〉。

　産廃処分場は ，日本で は高速道路などか ら比較的近い 中山間地の谷間な どに 立 地 され る場合

が 多い が ，こ の ような場所 は しばしば下流域 の 住民 の水源に近 い 場含が多 く， 水質汚染 へ の不

安か ら地域 をあ げて 立地 に 反対す る こ とに な る。筆者が調査 した宮城 県 白石市 に建設 が予定 さ

れ て い る産廃処分場 の 事例は ，そ の 典型で ある （長谷川，1998b ）。 業者側に と っ て は地形 とと

もに
， 地価の 安 さ

， 補償対象者の少な さ
，

建 設費が相対 的 に安 い こ とな どが メ リ ッ トだが ，住

民に と っ て環境は い っ た ん 汚染 され て しまっ た ら取 り返 し が つ か な い
。 産廃が次 々 と産廃を招

きかねな い 危険性 もある 。

　争点化 して 以降は
， 立地点周辺の 社会的合意は得 に くく，産廃業者 と周辺住民 との 問で 当該

市町村や県な どを巻 き込 んだ紛争 とな りやす い
。 県 も当該市町村 も建設容認的で ある場合 （前

述の 香川県土庄町豊 島の 例），当該市 町村が住民サ イ ドに 立 っ て 建設 に反対 し， 県は建設容認

的で あ る場合 （岐阜県御嵩町 の 例），県も市町村 と同様に建設に批判的で ある場合 （宮城県 白

石市の 例）が ある 。 厚生省は産廃処分場不足 を懸念 して ，基本的に は 建設容認的な立場で 対応

する ケ
ース が こ れ ま で は多か っ た 。 放射性廃棄物問題 と同様に，産業 廃棄物問題 にお い て も，

こ れ ら地方 自治体 に与えられ た 当事者能力は 限 ら れ て い る 。 産業廃棄物最終処分場の 設置許可

は機関委任事務 と して 遂行 され て きた （地方分 権整備法の 施行に ともな っ て
，

2000 年4 月以 降

は
， 国 が 法律 に も とつ い て 自治体 に委託する法定受託事務 と して 扱わ れ る こ とにな っ た）。こ

れ まで は都道府県は形式的手続 きを重視 して ，実質的に は座視 しが ちで あ り，紛争が長期化す

る と い うパ タ ン が多か っ た 。 事例 を検討 して み ると，環境汚染 を招か ない た め に は 弁護士や研

究者な ど の 支援 を受け た 住民 や 自治体の チ ェ ッ ク能力が 鍵 とな っ て い る 場合が 多い 。産廃問題

に お い て も人的資源や 情報的資源 に恵 まれ に くい ダ ウ ン ス ト リ
ーム に あた る 周辺地域 に ほ ど リ

ス ク の 高い 環境負財が集中しや す く，その こ と に よ っ て 当該地域 が さ らにダ ウ ン ス トリ
ーム 化

し， 高 リス クの 環境負財が
．層 集中す る とい うメ カ ニ ズ ム がある 。

4．循環型社会に 向 けて

　 1999年 12月末時点で 稼働中の 原子力発電所は ふ げん を含め 52基，立地 点は 17地点で ある （休

止 中 の もん じ ゅ は 除 い た）。 こ れ に核燃料サ イ ク ル施設が 立 地する 青森県六 ヶ 所村や 長 く原発

の 新設 の 是非 をめ ぐ っ て 地域 を 二 分 する対 立 を経験 して きた新規立地 の 候補地点を含め て も，

放射性廃棄物問題 は
， 日本列 島全体 と して は限 られ た地点の 問題 で ある 。 しか も多 くの場合 ，
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当該 市町村 の 中心部か ら も離れ た場 所 に 立地 して い る。筆者は約半数の 立 地点 や 立 地予定地 点

をたずね た が
， 実際に訪れ て み る と

，
日本列島全体の 周辺 的な地方の 中の

，
さ ら に 周辺的な市

町村 の 中で も， 半島の 先端部や 入 り江 な ど の 周辺 的 な地点 に，つ ま り全国 ・県内 ・市町村 内 と

い う三重 の レ ベ ル で 周辺的な場所に 原子ノJ施設や 発電所が立 地 して い る場合が多い こ とを実感

する 。 1997年 3月末時，1∴r：で 産廃処分場は 2
，
921件 ， 中間処理施設は 12

，
025 件 ， 合計約15

，
000 件に

及 ぶ が ，
こ の よ うに二重 に周辺的 な場所 に 、ン：地す る とい う構図 は よ く似 て い る 。 大 きな相違 点

は，原 子力施設は特定地点 に 限 られる の に対 し，産廃処分場 と中間処理施設は 目本全体 に拡散

して い る こ とで ある 。 レジ ャ
ー施設 などの 名目で用地の先行取得 をはかる ケ

ース など，立地に

至 る基本的な経過 も，産業廃棄物の 最終処分場の 立地点で も，原発立 地点で もよ く似て い る 。

　産業廃棄物 に 関 し て 政策的 に 最優先すべ きは ，そ もそ も廃棄物 を生み 出 した事業者 の 責任を

明確化 し，発生 ・排 出 の 抑制 （reduce ）をはか る こ とで あ る。そ もそ も製造 ・流通段 階が廃棄

物を ミニ マ ム 化す る よ うな もの で あ る べ きで あ り， 製晶や 部品 ・容器包 装材 の リ ユ
ー

ス や リ サ

イ ク ル 率を高め る こ とを前提 と した もの に改革され なけれ ば な らな い 。そ の た め の 制度的 ・経

済的イ ン セ ン テ ィ ブが必要で あ る 。 排出され た産業廃棄物に対 して は，減量化 と リサ イ ク ル 化 ，

再資源化 を は か り，最終処分量 を ミ ニ マ ム 化すべ きで ある 。 産廃 の 総排出量 の 8割 を占め る の

は 汚泥 （48％） ・動物の 糞尿 〔18％） ・建設廃材 （15％）であ る 。 再資源化の
’つ の 方策 は，

エ ネ ル ギ
ー

資源 と して の活用で ある 。

　建設廃材の 木材部分はバ イオ マ ス と して エ ネル ギー資源化する こ とが で きる 。 動物の糞尿 も，

目本で は こ れ まで ほ とん ど取 り組まれ て い な い が，バ イオ マ ス や バ イオ ガ ス と して エ ネ ル ギ
ー

資源化する こ とが で きる。酪農国デ ン マ
ー

クは原発を もた な い ，世界最大の 発電用風車の輸 出

国 として も知 られ る が ，バ イ オ ガ ス 化の 先進国 で もある 〔13；

。エ ネル ギ
ー資源 と して の バ イオ

マ ス ・バ イオ ガ ス は ，再生可 能な自然 エ ネル ギ
ー

源で あ り，そ の 分だけ化石燃料の 消費を削減

す る こ と に よっ て 「 酸化炭素排出量 を抑制 し，また原了力発電 を代替する こ とに よ っ て放射性

廃棄物 の 排 出を抑制する効果を もっ て い る 。 ス ウ ェ
ーデ ン は，2010 年まで に 12基 の 原 発を全廃

す る こ と を前提 に ，エ ネ ル ギ
ー

の 効率利用 に取 り組 ん で きたが，1991年に炭素税を導入 して バ

イ オ マ ス の 利用 を奨励 し
，

1997 年に は
・
次 エ ネ ル ギ ーの 19％ に相当す る 900 億kWh （電力量 に

換算）をバ イオ マ ス で供給 して い る 。 そ の うち250 億 kWh 分 は
， 地域熱供給 プラ ン トの 燃料と

して の 利用で ある （飯田，2000 ：104）。

一
般廃棄物を中心 に，ゴ ミ発電や廃棄物発電の 技術開

発 も国際的に進ん で い る 。

　四大公 害問題 に代表 され るか つ て の 産 業公害 は，「垂 れ流 し」的 に廃棄物 が環境 に放 出 され

続 けた とい う意味で ，意図的に く隠匿され た環境 リ ス ク 〉 が先鋭に顕在化 した問題だ っ た 。 四

大公害問題 などの 反省か ら政府や地方 自治体 は公害規 制を強化 し ， 事業者側 は規制 を基本的に

受け入 れる こ とに よ っ て 環境汚染の リス クは制御 され る ようにな り，70年代以降の経済的繁栄

が可 能に な っ た 。 廃棄物 の 「安全で 適正 な」管理 ・処分を前提 と して ，高度化 した企 業社会＝

消費社会が存立する よ うにな っ た の で ある。

　 しか し本稿 で み て きた よ うに
， 現代 の 産業廃棄物問題 と放 射性廃棄物問題 に お い て 問わ れ て

い る の は
， 安全な社会 と暮 ら し の 前提た る 〈環境 リ ス ク の 管理 〉 自体の 技術的 ・経済的 ・社会
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的困難 さで ある 。 〈環 境 リ ス ク の 管理 〉 は
， 表面的に は 洗練 さ れ て き た よ うに 見え る が

， そ の

ツ ケが 集中す る ダ ウ ン ス トリ
ー

ム の 周辺部は ，処分場不足 と立 地難，社会紛争 に 恒常的 に 悩 ま

され続 けて い る 。 しか も末端部 に い くほ ど
， その 内実 は

， 不法投棄問題や 原子力施設で あ い 次

ぐヒ ュ
ー

マ ン エ ラ
ー

的な トラ ブ ル を必 然化 させ るよ うな構造 にな っ て い る 。 とくに 立地活動 は，

金銭的利益 と人間関係，開発幻想 を利用 した懐柔策に よ っ て 支え られ て い る 。

　大量生産 ・大量消費社会は ，放射性廃棄物 と産業廃棄物の大量排出に よ っ て 支えられ て きた

が ，今や行き場 の な い 廃棄物が もた らす環境リ ス クに よ っ て掘 り崩 され よ うと して い る 。 放射

性廃棄物問題 と産業廃棄物問題 は 見 バ ラ バ ラ な独立 の 問題の よ うだが ，本稿で 検討 して きた

よ うにそ の 問題 構造は 基本的に よ く似 て い る 。

　で は問題改 善の 糸口 をど こ に 見 い だせ ば よい の だ ろ うか。

　第
・
は

， 前述の よ うに 産業廃棄物 の エ ネル ギ ー資源化 を は か る こ とで ある 。 デ ン マ ーク や ス

ウ ェ
ー

デ ン の 先進事例 の よ うに ，「 酸化炭素な ど温 暖化ガ ス と放射性廃棄物双 方 の 排出抑制 に

もつ なが る 。 日本政府や 電力会社がすすめ て い る ような温暖化対策 を 口実 と した原子力推進キ

ャ ン ペ ーン は
， 原子 力施設 の 稼働 に ともなう直接的な リス ク と放射性廃棄物 に関 わ る リス ク を

とも に増大 させ，矛盾 を拡大す る
一

方で ある。

　第二 に ，さらに
一

般化すれ ば，産業廃棄物 の発生 ・排出を抑制し，減量化 とリサイ ク ル化 ・

再 資源化 をはかる循 環型社 会 の 建設 こ そ，未来 へ の 道標である 。 第三世界 の モ デ ル となる こ と

に よ っ て ，全地 球的な規模で 温 暖化問題 を改善 し，同時に 脱原子力社会化 をすす め，放射性廃

棄物に 関わ る 超世代的な リ ス ク を軽減する方途で あ る 。

　第三 に ，近年，大阪市西淀川地区 ・
川崎市 ・倉敷市水島地区 ・水俣市など，か つ て 深刻な公

害被害に悩ん だ地 域 に お い て ，「環境再生」 をめ ざす運動が ，市民や 自治体 の イニ シ ア テ ィ ブ

で 展開されは じめ て い る （「環境 と公害」編集委員会，1999，参照）。 公 害対策 の 強化 ととも に，

環壕教育 と リサ イク ル ・緑化な どに努め，環境 ビジネス を育て る こ とな ど によ っ て ，ダウ ン ス

ト リーム 化か らの 脱却 をめ ざす運動で あ る 。 例 えば水俣市で は
， 水俣病事件 を教訓 に

，

一
般廃

棄物 も産業廃棄物 も含め て ご み ゼ ロ の 街 を 目指 して
，

ゴ ミ は 23種類 に 分 け て 分別収集す る と い

う日本 で も っ と も徹底 した ゴ ミの 資源化 ・リサ イク ル 活動がすすめ られ，地域資源 マ ッ プ づ く

りや 水の 経絡図づ くりな ど，「もや い 直 し （和解 と協働）」 を掲げた，循環的な流域仕会の 意識

化 をめ ざす多彩なプロ グラ ム が 自治体 と市民の協働で企画 ・実施 され て い る 呵
。 資源浪費的

な，無 邪気な受益者か らの 脱却の 方途 を，公害問題 ・ダウ ン ス トリ
ー

ム 問題 の長年の 苦渋の 中

か ら具体的な実践 と して提起 して い る の で ある 。

注

（1）山 地 編 （1998 ：75）は，本稿 とは 異な っ て 原子 力 開発 を基本 的 に 肓
．
定す る 立 場 か らで は ある が ，放射

1
性

　廃棄物問題 を環境問題 と して 位置づ けた 「放射性廃棄物基本法」 の 制定を提案 して い る。

（2＞岐阜県御嵩町，宮崎県小 林市，岡山県吉永町，宮城県白石市，T葉 県海上 町で ある 。

（3）こ の レ ベ ル を 「ク リ ア ラ ン ス ・
レ ベ ル 」 と呼び，国際原 子力機 関 は 「そ れ 以 下 で あれ ば，放射線 防 護 の

　観点から特別な配慮 を必要 と しない 放射性物質の 濃度」 と定義 して い る 仙 地 編，1998 ：92）。 具体的 に
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長谷川 ：放 射性廃棄物 問題 と産業廃 棄物問題

　は 日 本で は年間10マ イ ク ロ シ
ーベ ル トを超 え る被曝 を人 に 与え な い こ と を条件 に，どの 程度 の 濃度 以 下で

　あれ ば よ い か ，放射性物質 ご と に 廃 棄物lg当た りの 基準 値が 定め ら れ て い る ．」こ の よ うな 基準 値 以 下 で あ

　れ ば 放 射 「生廃 棄 物 と して は 扱 われ ず，産 業 廃 棄 物 扱い され る こ と に な る。総 合 エ ネ ル ギ
ー

調 査 会原 子 力 部

　会は，原了
．
炉 を廃炉す る 際 に，コ ン ク リ

ートの 構造物な ど膨大な 解体廃棄物の 発 生 が予測 され る が，重量

　に して そ の 98〜99％ は 放 射 性 廃 棄 物 と して 扱 う必 要 の な い 廃 棄 物 で あ る ，と試 算 して い る 〔総 合 エ ネル ギ

　
ー

調査 会原 子力部会原子炉廃止 措置対策小 委員会報告書，1997年］月｝。
こ れ に対 して は解体廃棄物 の 危 険

　性 を軽視 した 「ス ソ 切り」で あ る と して 批判も強い
。 放射性廃棄物 と産業廃棄物 との 境界 を どの よ うに 設

　定 す るか は ，原 子 炉の 解 体 廃 棄 物 な ど の 取 扱い と 密接 に関 わ る 重要 な 争点だ が，紙面 の 制 約 か らこ こ で は

　これ 以 上 言及 しな い
。

（4） 1996 年9月18 日開催 の 第ll岡 原了
・
力政策円卓会議 で の 筆者 の 質問に 対する 鈴木篤之 氏 （東京大学大学院

　工 学研究科教授 ） の 回 答や 正999年 11月2u日 開催の シ ン ポ ジ ウム 「こ れ か ら の 地域 とエ ネル ギ
ー

」 〔於 ：山

　LJ大 学〉で の 筆者の 質問 に対す る山 地 憲治氏 （東京大学大 学院 工 学研究科教授 ）か らの 回答 な どに よる 。

（5）OECD は
， 再処 理 は ワ ン ス ス ル

ー一
方式 に 比 べ て 約 IO％ 割高で あ る と発表 し て い る （朝 日新聞 1994 年 1月9

　日 付）。こ れ は イギ リス ・フ ラ ン ス の 場 合で あ り，六 ヶ所村 の 再 処 理 工 場 の 場 合 に は 両 国 の 約2倍，1 トン

　当た り3億円前後 と推定 され て い る （共同通信配信記事2000年6月19i」付）． 原子力発電の リ ス ク に つ い て

　は 長 谷 川 （1996 ） 第4章 参照。

〔6） 日本 原 子 力 産 業 会 議 は 1999年 12月 末 時 点 で フ ラ ン ス は 4基 が 建 設 中 と 発 表 して い る が，い ず れ も営 業 運

　転 を開始 して い ない た め で あ り，4基 と も完成 し試運 転中で あ る 。

〔7）ス ウ ェ
ー

デ ン とデ ン マ
ー

ク に つ い て は 飯田 （2000）が 詳 し い
。

（8） 、ltl地 に至 る経緯 につ い て は長谷川 （1998a）を参照。

（9＞長 谷 川 （1998a：48−50），と くに 注 3） 参照 c

（10）般橋 （1988 ：180） は同様の 事態 を 「構造的緊張の 連鎖的転移」 と呼ん で い る。

（11〕青 森県 の 木 村 守男 知事 は，1998年7月 試験 用 の 使用 済み 核燃料 の 搬 入 に関 す る安全協定を締結 した が，

　そ の 際 「冉処理 事業の 確実 な実施が 著 し く困難 とな っ た場合に は 県，六 ヶ 所村 お よ び原 燃 が 協議 の 上 ，原

　燃は 使用済 み 燃料 の 施設外へ 0）搬出 を含め，速 や か に 必要か つ 適切 な措置 を講 じる 。」 とい う異例の 覚書

　を付 加 して い る （デ
ーt一

リ
ー

東 北 1997 年1月28 冂付，［原燃」 は 冂本 原 燃株式会杜 を さす）。

（12）べ
一

ス 電 力 と して の 原 発 の 経 済 性 を優 先 させ て ，弾 力 的 に 運 転 が 叮能 な 火力発 電所を止め ，原 子 力発

　電の 稼働率 を高め て い るか らで もあ る 。

（13） 筆者 が 2000 年5月 に 見 学 し た デ ン マ
ー

ク の バ イ オ ス カ ン 仕の プ ラ ン ］・（オ
ー

デ ン市） は
， 動物 の 糞尿 な

　どの 有機物か ら，飲料可 能 な ク リーン な 水 と窒素 ・リ ン ・カ リ ウム な どの 肥 料分 と熱 と電 力を取 り出す世

　界最新鋭の シ ス テ ム で あ る 。 日本で は同 じシ ス テ ム が 岩手県藤沢町の 民間の 農場 に 導入 され る こ とに な っ

　て い る。

〔14）水俣市福祉 生活部環境課吉本哲郎氏 へ の 聴 き取りに よ る 〔1999年7月 121D 。吉本 （1995）参照 。
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THE  RADIOACTIVE  AND  INDUSTRIAL
        WASTE  PROBLEM  FROM

  ASOCIOLOGICAL  PERSPECTIVE

HASEGAWA  Koichi

Department  of  Sociology, Graduate  School ofArts  and  Letters,

            TOHOKUUNIVERSITY

  Kawauchi, Aoba-ku, Sendai, Miyagi, 980-8576, JAPAN

   Although  Japanese  law has treated radioactive  waste  diffbrently from  other  types  of

industrial  waste,  both are  products of  industrial activity  that  give rise te 
'`down-stream"

problems such  as  soeial  confiicts  over  siting and  safety  issues. This article  addresses  the

similarities  and  diffk]renees between radioactive  and  other  industrial waste,  focusing on  the

soeiological  structure  of  this issue, in order  to discuss possible  policy alternatives.

   Modern  society,  based on  the  mass-production  and  mass-eonsumption  of  goods,  has

seen  an  increase in the amount  of  radioaetive  and  non-radioactive  wastes  produced as  well

as  the accumulation  of  deadly residues  on  its periphery. Waste  disposal sites,  such  as  tfie

well-known  Rokkasho  site,  now  face serious  environmental  contamination  along  with  the

resulting  societal  conflict.  As a  result,  it is becoming more  and  more  diffieult to find loca-

tions for either  intermediate storage  or  long-term waste  disposal.

   I argue  that  by using  industrial  waste  as  a  source  of  energy,  as  has been  done  from

biogas and  biomass  in Denmark  and  Sweden,  the  emission  of  warming  gasses, ineluding

C02,  can  be reduced.  This will  also  lead to a  decrease in the  amount  of  energy  generated

from  nuclear  power,  thereby  decreasing radioactive  waste,  I conclude  that reducing  current

levels of  industrial waste  productionlemission  coupled  with  efficient  recycling  and  resource

generation  is one  solution  to the issue of  global warming  and  a  step  towards a  sustainable,

post-nuclear society.

Kleptwords: radioactive  waste,  industrial  waste,  down-strearn, environmental  bads, sustain-

   abie  sociely.
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